調査の進め方・報告書のまとめ方（５）

	１．資料収集・分析調査（文献調査、Web調査、統計データ収集分析）

　　＜補論　統計知識＞

２．現地踏査・見学

３．ヒアリング調査

４．アンケート調査、実態調査

○５．調査委員会、計画策定委員会、中間報告

○６．報告書作成

　　＜補論　グラフ作成のポイント＞


	５．調査委員会、計画策定委員会、中間報告




（１）調査委員会の目的

①調査の深化

　　・調査方法の検討

　　　　ヒアリング対象、ヒアリング項目の検討

　　　　アンケート調査票の検討

　　　　検討資料の追加

　　・文献調査、統計データ、ヒアリング調査、アンケート調査の結果のまとめ方の検証

　　・報告書、計画の検討

結論へ導くステップに遺漏はないか

計画内容、施策内容は適切か

　②住民意向、計画対象者意向の反映

③責任の分散化・回避

（２）委員の構成　　◆参考資料（委員構成の例）を参照

①計画ものの場合

　　・総合計画

　　　　住民代表（各種団体、各地区代表、公募委員）

　　　（場合によって）

　　　　有識者（大学の先生、県など）

　　　　市町村議会議員代表

　　　　行政の代表（企画部長、総務部長、副市長）

　　・分野別計画

　　　例：農業計画

　　　　農業者代表

　　　　市民代表

　　　　有識者

○第二次稲城市農業基本計画の例

（別添「第二次稲城市農業基本計画策定資料」参照）

　　　　　　○横須賀市の農業と水産業の計画の例

　　　　　　　（参考資料（委員構成の例）参照）

②研究調査の場合

　　　研究者、学識経験者、関係者・関係団体、有名人

　　　　例　○医療機器調査、内航海運物流調査（各資料参照）

　　　　　　○その他（参考資料（委員構成の例）参照）

（３）委員選定

　　①基本的にはクライアントの意向によるがアドバイスや候補者案は求められる

　　②委員長の選任

　　　・方式

a. 互選、b. 根回し互選、c. 事務局指定、承認

　　　・委員会運営の円滑化

本家筋（農業者）、学識経験者（権威）

学識経験者が好い場合もあるし悪い場合もある

　　③公募委員の問題

　　　・いつも同じ人、主張の強い人

　　　・片寄らない公募委員選定方式の登場　登録名簿式公募委員選定方式

（裁判員選定に似ている）

例：三鷹市　http://www.city.mitaka.tokyo.jp/c_press/032/032294.html
参考資料（委員構成の例）

１．第四次稲城市長期総合計画

　以下のほかに「稲城のみらいを考える市民会議」に３分科会２４人の委員がいる

[image: image1.wmf]
２．横須賀市農業振興基本計画（1990年度）および水産業振興指針（1992年度）

        横須賀市農業振興基本計画
              検討委員会委員名簿
	    氏　　名
	         所　　属
	  役　　　職

	長原　豊（座長）
山梨　実
三原　保
近岡 一郎
平石 雅之
椙山 栄一
鈴木 浩之
金子喜久枝
小林 精嗣
渡辺 静江
世安 誠一 物故
小口 晶弘
	千葉大学園芸学部
神奈川県農政部
横須賀三浦地区行政センター
横須賀農業改良普及所
園芸試験場三浦分場
横須賀市農業協同組合
横須賀市農業協同組合
横須賀市農業協同組合
津久井浜観光農業振興協議会
横須賀市消費生活研究会
横須賀市農業委員会
横須賀市経済部
	助教授
総括企画主幹
農林部長
所長
分場長
副組合長
青壮年部委員長
婦人部長
会長
会長
会長
部長


          横須賀市水産業振興指針
                  検討委員会名簿
	     氏　　名
	           所　　属
	役　　職

	長　原　　豊　 座長
阿　佐　靖　雄
小　林　良　雄
長谷川  　武　　　　
石　渡  信　次
高　橋  信　治
竜　崎  義　雄
栗　山　義　幸　　
亀　井  良　子
渡　辺  静　江
坪　内  　正　　
	千葉大学園芸学部
神奈川県農政部水産課
水産試験場
東部漁港事務所
横須賀市東部漁業協同組合
横須賀市大楠漁業協同組合
横須賀市長井漁業協同組合
三浦半島地区漁業青年協議会
横須賀市漁業振興協議会婦人部会
横須賀市消費生活研究会
横須賀市経済部
	助教授
課長
場長
専任技幹
組合長
組合長
組合長
会長
部長
会長
部長
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３．自由時間政策ビジョン（余暇開発センター、通商産業省）1998年度

４．内航海運ビジョン（日本内航海運組合総連合会）2000年度

内航海運ビジョン研究会委員名簿

	（委　員）
	

	澤 喜司郎
	山口大学経済学部教授

	山田 節夫
	専修大学経済学部教授

	池光  崇
	国土交通省海事局国内貨物課総括補佐官

	波多野 美樹
	商工中金審査第一部主任調査役

	前田 泰則
	出光興産株式会社需給部物流課長

	今吉  篤
	今吉汽船株式会社代表取締役社長

	蔵本 由紀夫
	吉祥海運株式会社代表取締役社長

	栗林 宏吉
	栗林商船株式会社代表取締役社長

	森　淨茂
	英雄海運株式会社代表取締役副社長

	松浦 道夫
	日本内航海運組合総連合会理事長

	（オブザーバー）
	

	小川　薫
	社団法人日本鉄鋼連盟経営政策部主幹

	常重 知之
	石油連盟調査部流通課長

	（事務局）
	

	本川  裕
	財団法人国民経済研究協会研究部長

	宮崎  徹
	財団法人国民経済研究協会主任研究員

	栗原 邦俊
	日本内航海運組合総連合会総務部長

	野口 杉男
	日本内航海運組合総連合会第一事業部長

	石井 隆司
	日本内航海運組合総連合会第二事業部長


＊敬称は略させていただきました。
５．NGO調査

①ＮＧＯ及び地方公共団体等との連携の在り方に関する基礎調査（経済企画庁、1999年度）

研究会出席者名簿

	（委　員）
	

	下村 恭民 　座長
	国際協力銀行監事

法政大学比較経済研究所教授

	大倉 正典
	専修大学経済学部助教授

	大橋 正明
	恵泉女学園大学助教授

シャプラニール理事

	桜井 国俊
	桜井国俊国際環境計画研究所代表

	田中　学
	愛国学園大学教授

	
	

	（事務局）
	

	宮崎 修二
	経済企画庁調整局経済協力第二課課長

	渡部 良一
	経済企画庁調整局経済協力第二課課長補佐

	葛城 麻紀
	経済企画庁調整局経済協力第二課専門調査員

	
	

	本川　裕
	財団法人国民経済研究協会研究部長

	石川 英樹
	財団法人国民経済研究協会主任研究員

	中村 成徳
	財団法人国民経済研究協会研究員


②現地ＮＧＯ、現地地方公共団体の経済協力への参加に関する実態調査（内閣府、2000年度）

	座長　下村恭民（国際協力銀行監事）

　田中　学（愛国学園大学教授）

桜井国俊（沖縄大学教授）

大橋正明（恵泉女学園大学助教授）

中田豊一（参加型開発研究所代表）

雨森孝悦（元豊中市国際交流協会事務局長）

　　（協会の担当者）

　　総括責任者　部長研究員　本川　裕

　　実施責任者　主任研究員　石川英樹

　　スタッフ　　研究員　　　中村成徳

　　助手　　　　研究助手　　佐々木明果


	６．報告書作成




（１）報告書の目的

　①報告　公表向け、クライアント向け、調査対象者向け

　②コミュニケーション　印刷、WEB、書籍化、報告会、交流会、講演会

　③記録・保存

（２）報告書の諸形式

　①学術論文、研究論文

　②調査結果報告書（調査の概要、内容、参考資料をもれなく掲載）

　③調査結果の概要（調査の概要、内容のポイント）

　④計画書、ビジョン等

　⑤その他

　　・企画書

　　・販促資料

（３）論文、報告書の体裁

＜＜　体裁にかかわる細かい点は小笠原（2009）参照　＞＞

　「たかが形、されど形」（同書p.16）

	【参考文献】

・小笠原喜康（2009）「新版　大学生のためのレポート・論文術」講談社現代新書


　（以下、この本に関して気がついたことを羅列）

　①ソフトのバージョン

　　「編集者はなるべく高いバージョン、クリエーターはなるべく低いバージョン」

　　一般に、優れたサイトは低いバージョンでファイル提供（pdfなど）

　②ワード

　　ワードの頭を悪くする－おせっかいをやめさせる設定に－

　③ネット情報の引用（例えば、社会実情データ図録）、ダウンロード

　　記事に日付がある場合それを記載（図録の場合、更新日）

　　記事、データに日付がない場合は所得日、ダウンロード日（OECD、世銀資料等）

④注釈、引用、参考の記載方法

・「従来型」と「近年型」（参考資料１「引用文献の掲載法」）

・引用文献の並び順（アルファベット順、アイウエオ順）

（４）表やチャートで整理

①内容を表で整理

　・一覧表で整理

　　　　例：ヒアリング内容一覧表

「３．ヒアリング調査」の「参考資料５　ヒアリングのまとめの例（産業競争力基盤研究－メーカー対象－）」及び「参考資料６　ヒアリングのまとめの例（企業の自由時間評価に関する調査－代表企業－）」参照

　　　　　例：ブランド資源一覧表

芝浦港南地区ブランド調査p.9「芝浦港南地区の地域資源一覧表」及び

　　・時系列事象を年表で整理

例：芝浦港南地区ブランド調査

p.35「芝浦港南地区の歴史の時代区分と対応する地域資源」

p.59「ウォーターフロント開発の歴史」

　　　　　例：開発援助の考え方の推移（国内NGO調査－参考資料２「時系列整理」）

・場合によっては結論を表で整理

例：国内NGO調査－参考資料３「結論を表形式で整理」

　②内容をチャートで整理

　　・値を区分　例：高幸福度－中幸福度－低幸福度

　　　　　　　　　エストレーラ誌　第7回（2012年1月号）幸せはお金で買えるか
　　・時系列変化の整理　世界の炉の変遷

（1022 台所加熱設備の歴史とアフリカ・アジア・東欧の現状）

　　・地域特性の整理　エストレーラ誌　第10回（2012年5月号）アジア人の食
図録3995 セクシーさを感じるところ（国際比較）
（４）グラフで整理

　①グラフ作成テクニック

　　・棒グラフ・折れ線グラフ－後段「補論：グラフ作成のポイント」参照

　　・相関図　－　参考文献：拙著「統計データはおもしろい！」技術評論社

　②エクセル・テクニック

　　・便利マクロツール

例：散布図レベル入力（参考資料４「散布図のラベル貼りマクロ」）

・マクロによる同種多数報告書作成（例：コンプライアンス調査）

（５）構成

・部品づくりから全体構成へ、全体構成から部品づくりへ

・計画ものの定番構成（囲み参照）

・コラム欄を設ける

（国際機関報告書、社会実情データ図録、「統計データはおもしろい！」）

計画ものの定番構成（例：第二次稲城市農業基本計画策定資料（2001年度））

	　（１）計画の背景（現状と課題）

文献調査、アンケート調査等のまとめ

　（２）将来像・フレーム

○キャッチフレーズ

○基本方向

○数字による目標設定

○代表的目標（経営類型など）

○目指すべき指標（例：国連のMDGsなど）

　（３）施策

○施策体系

○具体的施策

○重点施策（シンボル施策）

　（４）施策推進（取り組み）の考え方

　　　　○推進体制

　　　　○取り組みの段階論

　　　　○財政的裏づけ


（注）MDGsミレニアム開発目標 (Millennium Development Goals)

　　http://www.undp.or.jp/aboutundp/mdg/mdgs.shtml
外務省HP：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
参考資料１　引用文献の掲載法
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近年型の例

	ベイブランド調査

【参考資料】

１．文献（アイウエオ順、著者名のあとのカッコは出版年）

（ア行）

・岩下尚史（2007）「名妓の資格 細書－新柳夜咄」雄山閣

・上村敏彦（2008）「東京 花街・粋な街」街と暮らし社

（カ行）

・菅野俊輔（2010）「古地図と名所図会で味わう 江戸の落語」青春出版社（新書）

（サ行）

・獅子文六（1965）「芝浦」（週刊朝日1965.10～1966.1連載のエッセイの一篇）（谷川健一編「日本の名随筆別巻27地名」作品社、1993年）

・芝浦一丁目町会（1992）「変わりゆくわが町　芝浦一丁目町会七十周年史」

・芝浦商店街（2000）「創立30周年 芝浦商店街のあゆみ」

・「新撰東京名所図会第三十三編」明治35年1月25日発行（宮尾しげを監修「東京名所図会・芝区の部」睦書房、1969年）

・小学館（2005）「日本語源大辞典」前田富祺監修、小学館、2005年

・陣内秀信（1992）「世界の都市の物語１２　東京」文芸春秋

・陣内秀信（2007）「身近な都市の水辺に夕暮れ文化を～大東京、水辺空間の変遷～」（ミツカン水の文化センター機関誌「水の文化」第27号、2007年10月）

・鈴木理生（1989）「江戸の川・東京の川」日本放送協会1978年、再版井上書房1989年

・鈴木理生（1991）「幻の江戸百年」ちくまライブラリー57、筑摩書房

・鈴木理生編著（2003）「図説江戸・東京の川と水辺の事典」柏書房

（ナ行）

・日本地誌研究所（1967）「日本地誌７　東京都」二宮書店

（ハ行）

・原信田 実（2007）「謎解き広重「江戸百」」集英社新書

・平凡社大百科事典、CD-ROM《世界大百科事典　第2版》1998年

（マ行）

・港区（2009）「第27回港区世論調査」（港区総合経営部区長室、港区HPにもデータあり）

・港区教育委員会（1966）「海岸の歴史と風俗　港区の文化財・第2集」

　向山勤弥「港湾」、中村鎌次「芝浦の風俗（その１）」、細川啓三「芝浦の風俗（その２）」、志水正司・俵元昭「漁業の歴史」など

・港区教育委員会（2006）「港区の歴史的建造物－港区歴史的建造物所在調査報告書」

・港区教育委員会（2006a）「増補写された港区２（高輪地区編）」


（以降省略）

参考資料２　時系列整理（「ＮＧＯ及び地方公共団体等との連携の在り方に関する基礎調査報告書」平成１２年３月、財団法人 国民経済研究協会）

cf.　2010年度 立教大学ＡＩＩＣ ＳＴＣＳプログラム　「ケース・ライティング」科目
図表1-1 開発援助関連年表

	
	考え方（思潮、政策ステートメント等）
	実際の動き

	1940年代後半～50年代

○復興支援から途上国支援へ
	1946チャーチル「鉄のカーテン」

1947トルーマン・ドクトリン（東西対決）

1949ポイント・フォア提案（トルーマン大統領就任演説－低開発地域援助）
	1944ブレトン・ウッズ協定→ＩＭＦ、IBRD（世銀）－「復興」と「開発援助」

1946～51日本へのガリオア・エロア援助

1947マーシャル・プラン（米国GNPの2%）

	
	1955バンドン10原則（アジア・アフリカ会議）

1958 「トリックル・ダウン」仮説（アルバート・ハーシュマン「経済発展の戦略」）
	1953日本への世銀融資開始（～1966、1990完済）

1954日本、コロンボ・プラン加盟（援助初）

1956 IFC（世銀G、民間部門支援－出資機能）

1958西独KfW途上国資金支援開始

1959米州開発銀行

	60年代

○米国の援助の黄金時代

（世界の3分の2）
	1960オリヴァー・フランクス演説－南北問題

1961ケネディ演説→「国連開発の10年」（目標：GNPの1%を途上国へ移転）

1964第１回UNCTAD－プレビッシュ報告「援助より貿易を」

1969ピアソン報告－米国役割低下、各国努力
	1960 IDA（第２世銀）－ソフト・ウィンドウ

1960 OECD DAC前身

1961米国、対外援助法、AID設立

1961日OECF設立

1964アフリカ開発銀行

1966アジア開発銀行

1966 UNDP（国連開発計画）

○60年代後半ベトナム戦争

1969米国ODC海外開発評議会（NPO）

	70年代

○「南」からの新国際経済秩序、「北」からのＢＨＮ
	・ティンバーゲン報告－社会開発、自助努力

1970 「第２次国連開発の10年」（目標：資金移転GNP1%、ODAのGNP比0.7%－日独達成期限留保、米国目標自体受諾留保）

1974国連資源特別総会「新国際経済秩序（ＮＩＥＯ）樹立に関する宣言」－資源ナショナリズムと「主権の平等」

○BHN重視（74世銀、75ハマーショルド財団、76ILO）

1977 DAC「経済成長とBHN対応のための開発協力に関する宣言」
	1973米国、対外援助法改正－ベーシック・ヒューマン・ニーズBHN・アプローチへ

1973国連環境計画UNEP

1973オイルショック→非産油途上国の困難

1974日JICA発足

1977米カーター政権－人権外交

1979世銀総会－「構造調整貸付」導入

	80年代

○途上国の累積債務問題と「構造調整アプローチ」
	1980ブラント報告－南北の相互依存、国際経済関係の再構築

1980 「第３次国連開発の10年」（注目度低下）

1987ブルントラント委員会報告－「持続可能な開発」

1989 DAC「1990年代の開発協力」－「参加型開発」、WID（開発と女性）
	○80年代はサブ・サハラ・アフリカにとって「失われた10年」

1982メキシコ債務返済不能状態

1983グラミン銀行設立

1985プラザ合意

1989 APEC発足

○冷戦終了→ソ連援助国から被援助国へ

→市場経済移行支援（構造調整と同一思想）

	90年代

○グローバル・イシューの浮上と「人間開発」「持続可能な開発」「参加型開発」の重視
	1990世銀開発報告－テーマ：貧困

1991 OECFペーパー→構造調整アプローチの見直し論議

1992日本ODA大綱

1993世銀報告書「東アジアの奇跡」（新古典派的処方箋と異なる選択肢）

1994クルーグマン「まぼろしのアジア経済」

1994世銀報告書（アフリカ向け構造調整アプローチに関連して適切な政策だけでは不充分、インフラ、人的要素が不可欠）

1995社会開発サミット－貧困撲滅、雇用拡大、社会的統合→「人間開発」

1996 DAC「21世紀へ向けて－開発協力を通じた貢献」
	○グローバリゼーション、途上国への資金移動拡大

1991欧州復興開発銀行－移行国支援、政治的コンディショナリティ、金融機関への資金支援中心

1993 EU成立、1994 NAFTA発足

1995日、グラミン銀行に円借款

1995 WTO発足

1996年末DAC、台湾、香港、シンガポール、ブルネイをＯＤＡ対象外に

1997アジア通貨危機


（資料）西垣昭・下村恭民「開発援助の経済学［新版］」有斐閣、1997など

参考資料３　結論を表形式で整理（「ＮＧＯ及び地方公共団体等との連携の在り方に関する基礎調査報告書」平成１２年３月、財団法人 国民経済研究協会）

図表5-12 途上国援助における各主体の連携のマトリクス（期待される役割）

	
	連携の相手先・期待される側

	
	国（政府開発援助）
	地方自治体
	ＮＧＯ

	一般的な期待

（援助国国民、及び途上国政府、ＮＧＯ、国民）
	・インフラ整備など政府財政支出を支える資金援助

・技術援助

・援助に関わる多様な主体の活動促進・安定化・連携促進
	・衛生、環境保全など地方自治体が有するノウハウ
	・きめ細かな援助（社会開発、緊急援助など）

・直接の人的交流

・援助の担い手として女性の役割拡大

	連携する側・期待する側
	国（政府開発援助）
	・世界経済の発展

・国際関係の安定

・外交の一環（国際貢献、特定国対応）

・市民の代表（国・税を通じた途上国救援）
	・援助努力の分担（特に社会開発面や環境面）

・共同事業

・ＯＤＡ事業の委託
	・きめ細かく、機動性の高い援助の分担（社会開発、緊急援助など）

・ＯＤＡ事業の委託

・援助の企画と評価

・途上国ＮＧＯとの仲介

・国民理解（開発教育、透明性確保のための協議相手）

	
	地方自治体
	・財政面支援（補助金、委託金）

・援助環境の整備（相手国事情の知識、人材育成、フォローアップ調査等）
	・特色ある地域づくり

・国際交流の深化

・人材資源の活用

・市民の代表（欧米）
	・国際交流

・特色ある地域づくり（誇りを持てるまちづくり）

・市民意識の活性化

・在日外国人支援

・現地ＮＧＯと連携における情報のパイプ

	
	ＮＧＯ
	・財政面支援（補助金、委託金）

・法制度面（寄付金税制など）

・協議・対話・交流の促進
	・市民活動の支援（財政面、その他活動支援）

・幅広い市民が国際協力に参加

・国際協力の幅広がる（例えば研修受入先の選択肢拡大）

・学校教育等における開発教育
	・人道目的

・政府に依存しない直接的な途上国援助

・利他心による自己実現・人間回復

・南北問題への問いかけ（北のあり方反省・市民意識の深化）


（注）連携を期待する側から見た期待される側との連携のあり方、メリットを整理した。

　　　同一主体がクロスする部分には、各主体が自らに期待するものという意味合いから「固有の援助目的」を整理した。

図表5-13 途上国援助における各主体の連携のマトリクス（問題点・課題）

	
	連携の相手先・期待される側

	
	国（政府開発援助）
	地方自治体
	ＮＧＯ

	連携する側・期待する側
	国（政府開発援助）
	・国際協力への国民の理解が縮減

・透明性の確保

・社会開発への重点シフト

・人材不足

・援助に関わる多様な主体の把握
	・現地自治体のニーズへの本当の意味での対応の難しさ（公共面での共通性と背景環境の相違性）、再訓練の必要
	・ＮＧＯは多様であり、また多様な目的を持っているので連携にも目的に応じて多様な形がある。

	
	地方自治体
	・単年度主義

・「裏負担」も馬鹿にならない

・自治体としての計画的な取り組みが難しい

・国の下請けになりがち
	・国際協力は自治体の本務かの理解・合意が形成されていない

・市民の声が自治体を動かすという環境なし

・地域活性化にどうつながるか

・途上国のニーズ・受入体制が把握できない→国の役割／ＮＧＯの役割

・成果がフォローできない
	・自治体の技術の移転においてはＮＧＯをほとんど意識せず

・特定ＮＧＯと親しくすると公平性の観点から問題（ＮＧＯネットワークが必要）

・ＮＧＯの博愛活動に自治体として資金援助できない

	
	ＮＧＯ
	・国への過度の財政依存は市民団体としてのＮＧＯの存在や「新しい価値観」の主張を脅かす

・行政事務、精算事務等が単年度主義であり、柔軟でない。

・間接費が補助されない

・人事交流（ＮＧＯ経験者の登用など）

・中央・地方、大小の違いによらない公平な情報提供が必要

・ＯＤＡの委託事業はＮＧＯ自体の事業とならない（国民にアピールできない）、また物的な成果が現地政府の所有となり、現地の人々の所有にならない。
	・担当者の人事異動や引き継ぎの不備から事業の継続性に問題（専門職の必要）

・相互の信頼感がなお薄い

・交流はともかく国際協力に積極的でない（交流や地域振興の立場を出ない。縦割りの譲り合い）。

・市民意識の活性化という自治体の目的におつきあいしているとＮＧＯとしての活動に支障が出る場合もある。

・地方でＮＧＯが育っていないのに自治省が国際交流から国際協力へと旗を振っても無理
	・寄付税制の不備

・ＮＧＯを支える「個の文化」の未成熟

・ＯＤＡへの過度依存ＮＧＯは本来の姿から遠い

・ＮＰＯ、ＮＧＯの職歴に対する評価の低さ

・ＮＧＯ参加者のキャリア・パスが見えない（専門職、研究職）

・内外のＮＧＯ相互の連携・ネットワークが必要

・地方レベルでのＮＧＯ、各種団体、自治体、国の連携が必要

・ＮＧＯの全国代表組織の必要




（注）連携を期待する側から見た期待される側との連携の問題点を整理した。

　　　同一主体がクロスする部分には、「固有の問題点・課題」を整理した。
参考資料４　散布図のラベル貼りマクロ

	Sub 散布図ラベル貼り()

'

'

'使い方：ラベルを貼りたい散布図を選択してからマクロ起動

    Dim n As Integer, m As Integer

    Dim a()

    Set myrange = Application.InputBox(prompt:="ラベルをセル範囲で指定して下さい。", Type:=8)

    n = myrange.Count

    m = ActiveChart.SeriesCollection(1).Points.Count

    If n <> m Then

        xs = "グラフの項目数（" & m & "）と選択セル数（" _

            & n & "）が一致しませんがよいですか｡"

        If MsgBox(xs, vbOKCancel) = vbCancel Then End

    End If

    ReDim a(n)

    For I = 1 To n

        '以下の"'"を入れてエラーなしに2011.10.11

        a(I) = "='" & ActiveSheet.Name & "'!" & myrange.Cells(I).Address(ReferenceStyle:=xlR1C1)

        '修正前はmyrange.Cells(I).valueのみ

    Next

    ActiveChart.SeriesCollection(1).Select

    ActiveChart.SeriesCollection(1).HasDataLabels = True

    For I = 1 To n

        ActiveChart.SeriesCollection(1).Points(I).DataLabel.Select

        If myrange.Cells(I).Value = "" Then Selection.Delete Else Selection.Text = a(I)

        '修正前はSelectionとTextの間にCharactersあり。シート名が長すぎるとエラーに

    Next

End Sub
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